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②商業・ビジネス活動への効果・影響 

１）企業活動への影響 

青森県が実施した「景気ウォッチャー調査（新幹線全線開業による景気への影響に

ついて）」によると、企業活動関連としてアンケート実施前 3 ヶ月間の景気に与えた

影響は、平成 24 年 4 月は約 26%が良い影響があったと回答している。具体的な内容

としては、「仙台地区及び関東地区への営業が積極的に出来るようになった」「アクセ

スがよくなり、人の流れが出てきた」「出張には便利になりました」といった理由が挙

げられている。 

 

図 5-50 新幹線全線開業がここ 3ヶ月間の景気に与えた影響（企業活動関連） 

資料：青森県景気ウォッチャー調査（新幹線全線開業による景気への影響）を基に作成 

 

 

また、東北新幹線全線開業後に東京・仙台

在住者を対象にしたアンケートにおいても、

業務目的での移動に鉄道を利用した理由では、

「目的地までの所要時間が短い（仙台：79%、

東京：46%）」や「時間が正確（仙台 47%、

東京 54%）」等の回答が多くなっている。新

幹線の速達性や輸送安定性が企業活動に良い

影響を与えていると考えられる。 

 

 

 

 

 

図 5-51 業務目的の移動に鉄道を利用した理由（東京・仙台在住者） 

資料：（一財）運輸政策研究機構「東京・仙台居住者アンケート調査（平成 24 年 12 月）」 
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「景気ウォッチャー調査（新幹線全線開業による景気への影響について）」では、今

後 3 ヶ月先の景気に与える影響について、良い影響があると回答しているのは平成 23

年 7 月が約 79％、平成 24 年 4 月は約 42％であり。新幹線全線開業が影響を与えてく

れることを期待している結果となっている。どちらとも言えないと回答した意見の中

には、「新幹線は『交通手段』ですから、それをどのように使うかが問題だと考えます。」

といった積極的な問題提起もあった。今後は各企業が新幹線を利用した積極的な取組

みを企画し、沿線地域の活性化に繋がることを期待したい。 

 
図 5-52 新幹線全線開業が今後 3ヶ月先の景気に与える影響（企業活動関連） 

資料：青森県景気ウォッチャー調査（新幹線全線開業による景気への影響）を基に作成 

 

２）コンベンション開催実績の変化 

東北新幹線新青森開業後の平成 23 年度は、東日本大震災の影響があったものの、

青森市では前年度比で約 1.5 倍のコンベンション開催実績があった。また、平成 24

年度には八戸市、弘前市へ新幹線開業効果が拡大しており、前年度比で八戸市が約 2

倍、弘前市は約 1.8 倍、青森市も約 1.4 倍の開催実績となっている。 

青森県内で開催されるコンベンションに対しては、青森県が助成金制度を用意して

いる。一部適用除外となるコンベンションもあるが、「青森県外からの参加者が青森県

内の宿泊施設に延べ 100 人以上宿泊する」という条件で、前年度 9 月までに申し込み

をすれば、1 人当たり最大 3,000 円の助成金が交付される仕組みであり、街中への波

及効果が大きいコンベンション誘致に対して、県と各市のコンベンション協会が連携

した取組みが実施されている。 

平成 25 年度以降は新幹線開業効果の反動もあり、コンベンション開催実績も減少

してきているが、平成 28 年春の北海道新幹線（新青森・函館北斗間）開業を契機に、

更なる誘致に繋げることが期待される。 
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図 5-53 コンベンション開催状況（青森県） 

資料：（公社）青森県観光連盟「各市コンベンション開催実績」を基に作成   

 

３）宿泊施設の変化 

青森市内のホテルの施設数及び客室数の変化を見てみると、新幹線開業の 3 年前頃

から施設数の増加が目立っている。新幹線開業後は、平成 23 年度は東日本大震災の

影響もあったが、平成 24 年度は平成 22 年度と比較して、施設数で 114％の 49 件（+6

件）、客室数で 105%の 3,337 室（+164 室）に増加している。 

 

図 5-54 宿泊施設数と客室数の変化（青森市） 

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」を基に作成 
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③経済波及効果 

東北新幹線（八戸・新青森間）の整備により、速達性・フリークエンシー等の輸送サ

ービスが向上することで、企業活動においては出張の移動時間短縮、営業範囲の拡大、

情報収集の効率化等により、生産コスト軽減や生産性の向上といった恩恵がもたらされ

る。その結果、物やサービスといった商品の価格が下がることで消費量が増加すること

になり、生産額の増加に繋がるといった経済波及効果が発生する。また、各世帯におい

ても、観光や帰省等に伴う移動コスト低下の恩恵に加え、企業活動における生産額増加

により世帯の所得増大がもたらされ、消費が拡大するといった経済波及効果が発生する。 

東北新幹線（八戸・新青森間）の整備による経済波及効果について、「需要」と「供

給」が成立して市場価格が決定されるという概念のもと、2010 産業連関表を用いて空間

的応用一般均衡モデルにより生産額の変化を試算したところ、年間約235億円となった。 

 

表 5-14 八戸・新青森間整備による生産額の変化 

 

 

図 5-55 は各都道府県の生産額に対する変化率を示しており、整備区間の青森県、そ

の他の東北各県への経済波及効果が大きいことを確認できる。また、北海道でも経済波

及効果が発生することから、平成 27 年度末に開業予定の北海道新幹線（新青森・新函

館北斗間）が開業した際には、北海道にさらなる経済波及効果が派生することが期待さ

れる。 

  

生産額の変化

全国合計額 年間　約235億円

　　青森県 0.117%

　　岩手県 0.014%

　　宮城県 0.030%

　　秋田県 0.005%

　　北海道 0.006%

　　東京都 0.002%

　※１　分析手法：空間的応用一般均衡モデル
　※２　2010産業連関表
　　　　（2005産業連関表を県民経済計算のデータに合わせて更新）

　各都道府県の生産額（2010）に対する変化率

図 5-55 各都道府県の生産額（2010）

に対する変化率 
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④観光への効果・影響 

１）観光入込客数の推移 

青森県内各地域の観光入込客数について整理したものが、図 5-56（沿線地域、沿線

地域以外）である。新幹線開業後の観光入込客数の推移は、八戸市を代表都市とする

三八地域を筆頭に、沿線地域で増加傾向が見られるのに対して、沿線地域以外はほぼ

横ばいの傾向である。 

平成 24 年に旅行会社へ実施したヒアリングによると、首都圏発のツアーでは新幹

線で新青森駅まで移動し、南下するルートのツアーが増加してきていることから、今

後は沿線地域外への波及効果についても期待される。また、東北地方のオフシーズン

は冬であるが、ある旅行会社では新幹線の開業を機に冬のツアーを多く設定したとこ

ろ、想定よりも多くの方が参加されたという現象も見られている。 

 

 

 

図 5-56 観光入込客数の推移（上：沿線地域、下：沿線地域以外） 

資料：青森県観光入込客統計（平成 22 年～平成 25 年）を基に作成  
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八戸市では、平成 14 年 12 月の盛岡・八戸間開業と平成 22 年 12 月の八戸・新青森

間開業の 2 度の開業を経験している。図 5-57 は、平成 13 年以降の八戸市の観光入込

客数の推移を示したものである。盛岡・八戸間の開業前後では、観光入込客数が約 1.42

倍に増加しているのに対して、八戸・新青森間の開業前後では約 1.04 倍の増加となっ

ている。但し、①平成 14 年開業は終着駅であったこと、②平成 23 年に発生した東日

本大震災の影響を考慮すると、平成 23 年以降に観光入込客数が減少していないのは、

八戸・新青森間開業の効果と考えることも出来る。 

 

 

図 5-57 八戸市の観光入込客数の推移 

資料：八戸市提供資料を基に作成 

 

２）宿泊者数の推移 

東北地方各県における、県外からの宿泊者数の推移を整理したものが、図 5-58 であ

る。青森県では、開業年の平成 22 年は約 2,480 千人、開業翌年の平成 23 年は東日本

大震災の影響もあったが、約 2,550 千人と３％程度増加している。その後、平成 24

年は減少したものの、平成 25 年は約 2,590 千人、平成 26 年は約 2,760 千人と順調に

増加している。また、その他の新幹線沿線各県でも青森県と同様に増加傾向となって

おり、景気回復等の複合的な要因があったものの、東日本大震災後の早期復旧により

東北新幹線が果たした役割は大きいと思われる。 

なお、福島県が平成 25 年以降に急激に増加しているのは、同県会津地方を舞台に

した大河ドラマ「八重の桜」が、少なからず影響していると考えられる。 
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図 5-58 県外からの宿泊者数の推移 

資料：宿泊旅行統計（観光庁）より作成 

※従業員者数 10 人以上の宿泊施設で集計 

 

次に、青森県が県内の主要宿泊施設（56 施設）を対象にしたサンプル調査によると、

平成 22 年 12 月～平成 23 年 2 月の延べ宿泊者数は、前年度比で平均 116.5％、3 月～

5 月は東日本大震災の影響もあり 81.1％、6 月～11 月は 100.6％となり、平成 22 年

12 月～平成 23 年 11 月までの 1 年間では 98.7％という結果であった。 

 

 

図 5-59 青森県内主要宿泊施設の宿泊者数の推移 

資料：青森県「東北新幹線全線開業における本県観光の動向について」を基に作成 

（人）

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
Ｈ21～Ｈ22 58,205 74,285 82,556 73,110 96,096 122,091 113,623 123,857 155,531 120,163 135,691 95,223 

Ｈ22～Ｈ23 63,971 93,782 92,880 63,620 74,608 106,105 110,845 128,032 159,039 120,365 132,624 97,966 

前年比 109.9% 126.2% 112.5% 87.0% 77.6% 86.9% 97.6% 103.4% 102.3% 100.2% 97.7% 102.9%
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３）入込客の旅行形態の変化 

青森県への入込客の旅行形態の変化について、宿泊、日帰り及び県外、県内により

整理すると、図 5-60,61 のとおりとなっている。新幹線開業後は県内からの日帰り旅

行が大きく減少していることから、新幹線を利用して青森県外へ旅行する機会が増え

たものと考えられる。また、新幹線開業前は、移動時間の短縮による日帰り旅行の増

加が懸念されていたが、むしろ宿泊旅行が増加傾向にあり、平成 25 年には県外客の

うち、宿泊旅行が日帰り旅行を逆転する結果となっている。 

 

 
図 5-60 入込客の旅行形態の変化（青森県、人数） 

 
図 5-61 入込客の旅行形態の変化（青森県、割合） 

資料：青森県観光入込客統計（Ｈ22～Ｈ25）を基に作成  
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４）訪日外国人の状況 

東北新幹線開業後の訪日外国人（入国）の推移は、開業前の平成 21 年を 100 とす

ると、東北地方を除いて増加傾向となっている。東北地方への旅行者は、国内旅行者

については先述のとおり東日本大震災前の水準まで回復してきているが、東北地方に

入国する訪日外国人については、震災前の約 65％となっている。 

 
図 5-62 訪日外国人（入国）の推移（H21 基準） 

資料：法務省「出入国管理統計年報」を基に作成 

 

東北地方各県における、外国人宿泊者数の推移を整理したものが図 5-63 である。平

成 23 年の東日本大震災以降、東北新幹線沿線の青森県、岩手県、宮城県では、他の

地域と比較して回復傾向が顕著であり、全国的に増加している訪日外国人の取り込み

に新幹線が貢献していると考えられる。 

 

 

図 5-63 外国人宿泊者数の推移（東北） 

資料：観光庁「宿泊旅行統計」を基に作成 

※従業員者数 10 名以上の宿泊施設で集計、延べ宿泊者数 

H21 の水準 
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青森県に宿泊した外国人の主要国別をまとめたものが図 5-64 である。青森空港で唯

一の国際定期路線がある韓国（青森・ソウル線）については、平成 25 年の実績（16,030

人）が震災前の平成 22 年の水準（14,220 人）を上回った。また、台湾についても、

東北へのチャーター便運行の増加等により、震災前の水準を確保している。 

 
図 5-64 主要国別宿泊者数構成比の推移（青森県） 

資料：観光庁「宿泊旅行統計」を基に作成 

 

訪日外国人については、平成 32 年までに 2,000 万

人、将来的には 3,000 万人とすることが「観光立国実

現に向けたアクション・プログラム 2015」で目標に

掲げられており、今後も更なる増加が見込まれる。し

かし、平成 27 年 8 月に観光庁が開催した「東北観光

復興加速化会議」においても、「訪日外国人客のうち

東北を訪れるのは全体のわずか２％」という課題も指

摘されているため、今後は訪日外国人の東北誘致拡大

が望まれる。 

図 5-65 は、訪日外国人に対して今回の旅行で経験

したこと、次回の旅行で経験したいことを調査した結

果である。「次回実施したい」の値が大きくなってい

る項目については、再訪のきっかけになるものである。

「スキー・スノーボード」、「四季の体感」、「自然体験

ツアー、農漁村体験」といった項目は、青森県が得意

とするコンテンツと考えられるため、今後の

訪日外国人の増加を生かし、地域を活性化す

るためにも、関係者の取り組みに期待したい。 

図 5-65 今回したことと次回したいこと

（全国籍・地域、複数回答）

資料：観光庁「訪日外国人の消費動向」より
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⑤地域イメージへの影響 

新幹線開業に伴う地域イメージの変化について、アンケート結果を以下に示す。八戸

以北居住者を対象にしたアンケート調査では、約４割の方が県や地域の知名度が向上し

たと感じられているようである。駅のある東青地域や上北地域、八戸地域だけではなく、

沿線地域外の中南地域や西北地域においても、知名度向上にある程度寄与していると考

えられる。 

問：街・地域の知名度が向上した  

 

問：県全体の知名度が向上した 

 

図 5-66 新幹線整備による知名度の向上 

資料：（一財）運輸政策研究機構「列車内アンケート調査（平成 24 年 10 月）」 
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また、地域の一体感に関するアンケート調査では、青森県内の各地域で交流機会が増

えたと回答する人が多くなっており、一体感が増加したとの意見が比較的多くなってい

る（平均 30%）。 

問：交流が増加し地域の一体感が増したか  

 

図 5-67 新幹線整備による一体感の向上 

資料：（一財）運輸政策研究機構「列車内アンケート調査（平成 24 年 10 月）」 

 

現在、青森県と道南地域では、青函圏交流・連携推進会議や青函圏観光都市会議、津

軽海峡交流圏λ（ラムダ）プロジェクトなどにより、官民を挙げての交流が盛んになっ

てきている。今後は、北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）開業を契機として、青函

圏・津軽海峡交流圏における一体感の形成も期待される。 

  

資料：青森県 HP より 
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⑥駅周辺整備状況の変化 

１）七戸十和田駅 

七戸十和田駅の開業前と開業後の状況を写真 5-13、写真 5-14 に示す。 

 

写真 5-14 七戸十和田駅_開業前（H10） 

 

写真 5-15 七戸十和田駅_開業後（H26） 

 

新青森方→ 

←八戸方 東北新幹線 七戸十和田駅 

道の駅しちのへ 

大型ショッピングセンター 
南口

北口

新青森方→ ←八戸方 

東北新幹線ルート 
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七戸十和田駅は、青森県上北郡七戸町に新設された橋上駅舎を有する地上駅である。

駅舎のデザインコンセプトは「心安らぐ豊かな自然と歴史の感じられる駅」、デザイン

イメージは「八甲田を望む大地の息吹と歴史を感じさせる駅」となっている。駅の南

口には七戸町観光交流センターが併設され、観光情報を提供するコーナーや休憩コー

ナー、イベントが出来るホールなどを備えており、冬季以外は無料で電動自転車のレ

ンタルも実施している。 

  
写真 5-16 七戸町観光交流センター 

 

 

【コラム】 タイルに描く僕たち私たちの夢 

～東北新幹線、七戸十和田駅に込める思い～ 

 

  七戸十和田駅の内装施工時には、機構と七戸町の共同企画として「タイルに描く僕た

ち私たちの夢～東北新幹線、七戸十和田駅に込める思い～」を実施している。これは、

駅に使用する床タイルの裏面に七戸町内の 4小学校の児童約 860 名に、新幹線に対する

思いや願い、七戸町の未来へ向けての重いなどを自由に書いてもらい、床に施工すると

いう企画である。この試みにより、七戸町の未来を担う子供たちに駅に対する愛着を深

めてもらうことを意図したものである。 

 

写真 5-17 タイルに描く僕たち私達の夢 
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駅前広場は北口、南口が整備され、高速バス、路線バス等が発着している。駐車場

は、七戸町管理で北口側 2箇所（360 台）、南口側 1箇所（325 台）に整備されている

が、無料で利用できることから常に利用率は高い。 

駅の南側には、新幹線開業の翌年には大型ショッピングセンターが開業し、隣接地

には新たな住宅の建設も進んでいる。また、七戸十和田駅の開業により、国道 4 号線

にあった「道の駅しちのへ」は、日本で初めて新幹線駅前に立地する道の駅となった。 

  
写真 5-18 七戸十和田駅と道の駅しちのへ 
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２）新青森駅 

新青森駅の開業前と開業後の状況を写真 5-18,19 に示す。 

 

写真 5-19 新青森駅_開業前（H10） 

 

写真 5-20 新青森_開業後（H26） 

  

新函館北斗方→ ←八戸方 
東北新幹線 新青森駅 

東口 
南口 

西口 

新函館北斗方→ ←八戸方 

東北新幹線ルート 北海道新幹線ルート 

北海道新幹線ルート 



５－６８ 
  

新幹線新青森駅は、在来線既設駅に併設された高架駅である。平成 28 年春の北海道

新幹線（新青森・新函館北斗間）が開業するまでは、本州最北端の新幹線駅である。

在来線既設駅は、昭和 61 年に将来新幹線駅と接続することを前提に設置された駅で、

新幹線開業までは1面1線の無人駅であり、かつては普通列車の一部も通過していた。 

新青森駅周辺では、平成 15 年 12 月から土地区画整理事業が実施されており、駅前

の商業用地については、平成 20 年度から事業提案方式により販売を開始している。し

かし、新幹線開業時点で、全 18 区画のうち 16 区画は売却されていない状況であった。

そのため、平成 24 年度から購入費助成制度などの支援制度を導入した結果、平成 25

年度には9区画の事業決定又は売却済みとなり、現在は18区画中10区画が売却済み、

1 区画が事業決定済みとなっている。 

 

図 5-68 新青森駅周辺の一般保留地販売の案内パンフレット 

 

売却された区画のうち、4 区画分（約 6,800 ㎡）を購入したのが、函館市に拠点を

持つ医療法人である。計画では、地下 1階地上 7階、延べ面積 1万 6700 ㎡を想定して

おり、病床数は 191 床、2017 年 3 月開院の予定とのことである。新聞報道では、病院

担当者の話として「北海道新幹線を使えば函館の病院から医師を派遣できることも決

め手になった」と記載されている。また、病院の進出に伴い、その隣の 1 区画には、

青森市で調剤薬局などを展開する会社がテナントビルを設けるなどの動きも見られる

ことから、今後更なる新青森駅周辺の活性化が期待される。 



５－６９ 
 

５－３ 事業に関わる技術的な取り組み 

（１）災害対策の取り組み 

地震災害が多く発生する日本の国土において、災害時にも安全かつ高速で安定した都

市間輸送を維持するために、新幹線の耐震性能の向上については、過去の震災被害を教

訓として継続的に取り組まれてきた。 

  平成７年１月の阪神・淡路大震災では山陽新幹線の高架橋が倒壊する等の甚大な被害

が発生したことを踏まえ、新たに建設する土木構造物の耐震設計が見直され、耐震基準

が強化された。 

  平成１６年１０月の新潟県中越地震では、高架橋等の耐震補強が実施されていたこと

から構造物に致命的な損傷は発生しなかったが、運行していた列車に脱線が生じた。幸

いにも死傷者はいなかったが、この事故を踏まえ地震時における列車の逸脱防止策の検

討が進められ、これまでに車両・軌道側の対策（図 5-69）、早期地震検知システムの充

実（図 5-70）といった複合的な取り組みがなされた。 

  これらの地震対策の効果は、平成２３年３月に発生した東日本大震災において検証さ

れたかたちとなり、被災した東北新幹線は運行中のすべての列車が脱線することなく安

全に停車することが出来た。また、耐震性能が強化されていたことから、地震発生から

４９日目に全線開通し、阪神・淡路大震災の運休８１日間や、中越地震の運休６６日間

と比べて、短期間での復旧が遂げられた。 

 

①列車の逸脱防止対策 

  仮に脱線した場合においても、車両に取り付けたＬ型ガイドがレールに引っ掛かるこ

とにより、線路から大きく逸脱することを防止する。 

 

図 5-69 列車の逸脱防止対策（東北新幹線） 

資料：国土交通省「新幹線脱線対策協議会資料」より抜粋 
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②早期地震検知システムの充実等 

  東日本大震災以降、検知点の増設、早期地震検知システムの機能向上及び列車ブレー

キの改良を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

① 地震計が一定の大きさを超えるＰ波を検知 

② ①の検知を受けて、鉄道変電所からの送電を自動的に停止 

③ 列車の非常ブレーキを動作させ、減速、停止させる 

図 5-70 早期地震検知システム 

資料：国土交通省「新幹線脱線対策協議会資料」より抜粋 

 

（２）安全への効果・影響 

  新幹線乗客の死亡事故は東海道新幹線が開業して以来１件もなく、極めて安全性の高

い輸送機関である。 

  特に、八戸以北の在来特急「白鳥」「つがる」が走行する東北本線八戸～青森間の踏

切数は 54 箇所あるが、新幹線の整備に伴う連続立体交差により、優等列車の踏切事故

は解消されることが挙げられる。 

 

写真 5-21 新幹線の連続立体交差 

 

① ② 

③
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（３）環境への効果・影響 

①新幹線開業による環境負荷低減効果 

鉄道における乗客 1 人を 1km 運ぶのに排出する二酸化炭素（CO2）は、航空の 1/5、自

動車の 1/7 となっている※１。 

東北新幹線（八戸・新青森間）が開業し、航空機、バスおよび自動車から新幹線に旅

客が転移した場合、二酸化炭素（CO2）の削減量は 26,000t-CO2/年、窒素酸化物（NOx）

の削減量は 100t-NOx/年と推計出来る。※２ 

この削減量は、青森県の運輸部門（自動車除く）の CO2 排出量※３の約 8.7％にあたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-71 CO2 排出削減量 

※１国土交通省「運輸部門における二酸化炭素排出量」より 

※２費用便益分析における環境便益額から算出。 

※３青森県ＨＰより（H21 年度：30.0 万 t-CO2） 

  

計-2.6 万 t 

+1.8 万 t -1.5 万 t -2.7 万 t -0.2 万 t 
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②周辺環境への影響 

１）トンネル掘削発生土の有害物質管理 

八甲田トンネル掘削発生土には鉱化変質岩が多く含まれており、地下水や空気中の

酸素と反応し酸性水を発生させるとともに、鉛、亜鉛等の重金属を溶出させ土捨場周

辺の環境に悪影響を及ぼす可能性がある。 

そのため問題が予想される発生土を分別し、地下水、雨水、空気と遮断する処理を

行い、土捨場の植生を行うなど環境保全に努めている。 

なお、この環境への負荷を低減する取り組みが、より豊かな環境の創造に貢献した

画期的な業績であると評価され、平成 16 年度土木学会環境賞を受賞している。 

 
写真 5-22 八甲田トンネルの管理型土捨場 

 

２）ベルトコンベア方式によるトンネル掘削土の運搬 

八甲田トンネル（築木工区）においては、掘削残土を長大ベルトコンベアにより運

搬し、周辺地域に営巣する希少動物のクマタカに悪影響を与えないよう配慮している。 

      

写真 5-23 希少動物保護のため長大ベルトコンベアによる掘削残土運搬 

  

クマタカ：体⻑ 70〜80cm の⼤型猛禽類 
・環境省レッドリスト「絶滅危惧ⅠB 種」 
・種の保存法「国内希少野⽣動植物種」 
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（４）景観を考慮したデザイン 

①三内丸山架道橋 

  三内丸山架道橋は、新青森駅の約 2km 起点方に位置し、日本最大級の縄文集落跡であ

る特別史跡三内丸山遺跡に近接している。本橋りょうは国道７号青森環状道路および沖

館川を連続して横断する、橋長 450ｍの 4径間連続エクストラドーズドＰＣ橋で、コン

クリート鉄道橋としては国内最大規模で新幹線橋りょうとしても最大スパン（150m）を

有するものである。 

  長支間橋りょうではＰＣ鋼材を桁内に配置すると中間支点上の桁高が大きくなり圧

迫感のある景観となってしまうため、中間支点上のＰＣ鋼材を斜材ケーブルとしたエク

ストラドーズドＰＣ橋とした。これらが評価され平成 20 年度土木学会田中賞を受賞し

た。 

 

 

写真 5-24 三内丸山架道橋 
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②ねぶたの里高架橋 

  ねぶたの里高架橋は八甲田山の北方（青森市方）に位置し、山岳部から平野に移行す

る丘陵部のトンネルとトンネルの間を結ぶ全長約 200ｍの高架橋である。 

  本高架橋は実際に青森ねぶた祭りで使用されたねぶたを展示する観光施設である、ね

ぶたの里の駐車場を二分する形で横断する。観光地のイメージを損なうことのないよう

景観に配慮した設計を行い、ねぶたの里事業者との協議では、ねぶたの里の静かな里と

いうイメージを壊すことのないよう要望があった。 

  そこで、騒音対策からコンクリート構造を基本とし、構造形式は威圧感をできるだけ

少なくするよう等断面の３径間・４径間連続箱桁ＰＣ高架橋とし、桁側面を曲面仕上げ、

橋脚頭部は線路方向に広がりを持たせリズミカルな感じを出した。 

 

 

写真 5-25 ねぶたの里高架橋 
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③新青森駅 

  新青森駅のデザインは、地元青森市による新青森駅舎デザイン委員会で取りまとめら

れた「縄文から未来へ－ほっとして哀愁が感じられるあずましい北の駅」というコンセ

プトを基に作成した。 

  外装の左右は、歴史、哀愁を感じさせる縄文時代の集落の佇まいを、中央は青森の明

るい未来を象徴するガラスの空間を嵌め込み、デザインのキーワードである「縄文と未

来の融合」を特徴としている。 

  内装は、２階コンコースの壁・柱に県産木材である青森ビバ材を、柱のアクセントと

して県伝統工芸漆器の津軽塗りのボーダーパネル（赤色）を、ラチ内コンコースの正面

には津軽塗りで出来た青森県のモニュメントパネルを壁に納め、青森県らしさを表現し

た。 

  これらが評価され、平成 22 年度鉄道建築協会賞を受賞した。 

 

写真 5-26 新青森駅外観 

 

写真 5-27 新青森駅ラチ内コンコース 
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（５）技術開発・受賞 

①主な受賞 

東北新幹線（八戸・新青森間）に係る主な受賞を以下に示す。 

表 5-15 東北新幹線（八戸・新青森間）に関わる主な受賞 

業績名 賞種別 表彰団体等 

トンネル掘削で発⽣する鉱化変質岩に 

対する環境対策（⼋甲⽥トンネル） 

H16 環境賞（Ⅰ） ⼟⽊学会 

世界最⻑陸上トンネルの施⼯（⼋甲⽥トンネル） H17 技術賞（Ⅰ） ⼟⽊学会 

NATM とシールドを融合した新しいトンネル⼯法「SENS」の開

発（三本⽊原トンネル） 

H18 技術賞（Ⅰ） 

H20 ⽇本産業技術⼤賞 

⼟⽊学会 

⽇刊⼯業新聞社 

⼩⼟被り・滞⽔⼟砂地⼭における経済的かつ適⽤性の⾼い新しい

トンネル施⼯技術（⼋⼾・七⼾⼗和⽥間トンネル群） 

H19 技術賞（Ⅰ） ⼟⽊学会 

新型結線（ルーフデルタ）き電⽤変圧器の開発と実⽤化 H19 電気科学技術奨励賞 

H20 鉄道電気技術賞 

電気科学技術奨励会 

⽇本鉄道電気技術協会 

⾼速⾛⾏する新幹線列⾞が安全・快適に通過できるように変位を

制限し⼯夫した（三内丸⼭架道橋エクストラドーズド橋） 

H20 ⽥中賞 

H20 協会賞 

⼟⽊学会 

PC 技術協会 

新幹線⽤ PHC シンプル架線の開発と実⽤化 H21 鉄道電気技術賞 

H24 電気科学技術奨励賞 

⽇本鉄道電気技術協会 

電気科学技術奨励会 

東北新幹線の雪害対策について寒冷地における散⽔消雪を可能

にし、独⾃の運転・制御システムを確⽴した。 

H21 技術賞 ⽇本鉄道施設協会 

東北新幹線全線開業 H22 技術賞（Ⅱ） ⼟⽊学会 

在来線直上で桁⾼・⼯期の制約を受けた複合構造線路橋の設計施

⼯（新⻘森線路橋） 

H22 技術賞 ⽇本コンクリート⼯学会 

東北⽀部 

新⻘森駅 H22 協会賞 

H22 優秀施設賞 

鉄道建築協会 

照明学会 

七⼾⼗和⽥駅 H22 協会賞 

H22 照明優秀技術賞 

鉄道建築協会 

照明学会東北⽀部 

新⻘森⾞両基地 H22 照明技術賞 照明学会東北⽀部 

安全な⾼速⾛⾏・保守の省⼒化に寄与するスラブ軌道の施⼯技術 H23 技術賞（Ⅰ） ⼟⽊学会 

新幹線でつなげよう、⽇本！〜新⻘森・⿅児島中央間全通〜 H23 ⽇本鉄道賞 鉄道の⽇実⾏委員会 

無絶縁 DS-ATC の開発と実⽤化 H23 鉄道電気技術賞 ⽇本鉄道技術協会 

東北新幹線（⼋⼾・新⻘森間）建設事業に伴う電波障害対策 H23 電波障害防⽌に 

関する功労表彰 

受信環境クリーン中央 

協議会 

※技術賞（Ⅰ）はⅠグループ、技術賞（Ⅱ）はⅡグループの略。 
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②ＮＡＴＭとシールドを融合した新しいトンネル工法「ＳＥＮＳ」の開発 

  三本木原トンネルは、青森県六戸町から十和田市を経て東北町に至る延長 4,280km の

トンネルである。 

  当初はＮＡＴＭ方式で掘削を開始したが、想定以上に地質が複雑であったため幾度と

なく切羽の崩落を繰返し、掘削の中断を余儀なくされた。 

  よって施工法の再検討を行い、切羽の安全確保の為に都市部のトンネルで用いられる

「シールド工法」を採用し、またコスト縮減の為にトンネル支保部材に場所打ちコンク

リートを用いた工法を新たに考案した。 

  この新工法は、①「Shield machine」、②「Extruded concrete lining」、③「NATM」、

④「System」の頭文字を取って「ＳＥＮＳ」と命名し、同区間の山岳工法と比較して約

2.5 倍の速度、同等の工事費、さらに地表面沈下などの影響もほとんど無く施工するこ

とが出来きた。これらの実績が評価され、平成 18 年度土木学会技術賞を受賞した。 

 

写真 5-28 三本木原トンネル崩落状況（NATM） 

 

写真 5-29 SENS 外観 
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③世界最長陸上トンネルの施工 

  八甲田トンネルは、陸上の複線断面のトンネルとしては世界最長であり、10 年を超え

る工期が予想された。 

  本工事では、先進水平ボーリングを積極的に掘削のサイクルに取り込むことにより、

安定した掘削進行及び鉱化変質岩の早期判定・分別する手法を確立した結果、6 年 7 か

月という早期貫通を実現した。 

今後の長大トンネル工事の経済的かつ安全迅速な施工に大いに寄付するものとして

評価され、平成 17 年度土木学会技術賞を受賞した。 

    

図 5-72 世界の陸上最大（複線断面）トンネルの工期と、施工の様子 

 

④寒冷地における散水消雪システムの確立 

東北新幹線（八戸・新青森間）は、冬期間の平均気温が 0℃未満で最低気温が－20℃

近くになる厳寒で多雪な地域を含む。七戸十和田から新青森間は特に雪が多いため、高

架橋上の雪処理方式として上越新幹線と同様の散水消雪方式を採用することにした。 

この地域は、上越新幹線と比べて寒冷であることから、散水量や散水温度の制御方法

をどのように行えば有効かつ効率的に消雪できるかが課題になった。 

  そこで、散水消雪の有効性を確かめるため、平成 12 年度から七戸試験場および青森

市内の船岡試験場、平成 19 年には先行基地として建設した金浜消雪基地において、実

運用規模の設備で試験を行い、散水消雪システムが機能することを確認した。 

散水消雪区間（総延長約 13km）には７箇所の消雪基地と、消雪基地に水を供給する

取水基地を１箇所設置している。 

これらが評価され、平成 21 年度日本鉄道施設協会技術賞を受賞した。 

ベスト3 トンネル名 延長 工期（貫通まで）

八甲田 H10.7～H17.2

（東北新幹線） （6年7ヶ月）

岩手一戸 H2.9～H12.9

（東北新幹線） （10年）

大清水 S46.12～S54.1

（上越新幹線） （7年1ヶ月）

①

②

③

26.5km

25.8km

22.2km
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図 5-73 東北新幹線（八戸・新青森間）の雪害対策範囲 

 

写真 5-30 散水消雪設備 

 

写真 5-31 散水開始（左）と散水 25 分後（右） 
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（６）コスト縮減 

①トンネル補助工法の見直し 

  八戸・七戸十和田間の小土かぶりトンネル群においては、トンネル坑口付近の未固結

地山の補助工法を、坑内施工から坑外施工へ安価に地山改良を行うことによって工事費

を縮減した。 

  工事コストは 8.5 億円→5.1 億円となり、縮減額は 3.4 億円。 

 

図 5-74 トンネル補助工法の見直し 

②合成桁の構造の見直し 

  砂土路川橋りょうにおいては、合成桁の構造を箱桁から２主鈑桁にすることにより構

造がスリム化し工事費を縮減した。 

  工事コストは 7.9 億円→5.1 億円となり、縮減額は 2.8 億円。 

 

図 5-75 合成桁の構造の見直し 
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③軌道スラブの改良 

  軌道スラブにレールを締結する間隔を 8締結から 7締結に減らすことにより、締結装

置減に伴うコスト縮減を図った。 

また、軌道スラブへのＣＡモルタルのてん充範囲を縮小することで、充てん材料減に

伴うコスト縮減を図った。 

さらに、軌道スラブの形状を立方体から四隅を曲面、内側をテーパー付に改良するこ

とにより工場での製作時の型枠脱却作業性が向上し、製作費を抑えることが出来た。 

  これらを合わせた工事コストは 90.3→78.1 億となり、縮減額は 12.3 億円。 

  なお、安全な高速走行・保守の省力化に寄与するスラブ軌道の施工技術は、平成 23

年度土木学会技術賞を受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旧） 

 

 

 

 

 

 

（新） 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-76 軌道スラブの改良 

  

軌道スラブ 

てん充層部 

軌道スラブ 

四隅は曲面 

内側に傾斜(ﾃｰﾊﾟｰ付) 
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④横断道路の構造形式の変更 

  軟弱地盤上の盛土による路盤構造から橋りょう形式に変更し、横断道路をボックス形

式からＵ型構造にすることでコスト縮減を図った。 

  工事コストは 7.9 億→3.5 億となり、縮減額は 4.4 億円。 

 

図 5-77 横断道路の構造形式の変更 

 

⑤無絶縁軌道回路装置の採用 

  従来の有絶縁方式の軌道回路装置から、無絶縁方式を採用したことで、インピーダン

スボンド及び信号ケーブルの芯線数の削減が可能となり、工事コストを縮減した。 

  工事コストは 20.3 億→16.4 億となり、縮減額は 3.9 億円。 

  またこれらが評価され、平成 23 年度日本鉄道技術協会において鉄道電気技術賞を受

賞した。 

 
図 5-78 無絶縁軌道回路装置の採用 
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⑥新幹線用ルーフデルタ結線変圧器の開発と実用化 

  従来新幹線の変電所では、電力会社向けの変圧器と共通点が多いため信頼性の高い、

変形ウッドブリッジ結線変圧器を採用していた。しかしこの方式の変圧器は、主変圧器

の他に昇圧用変圧器が必要となり大規模な設備となっていた。 

ルーフデルタ結線変圧器の採用にあたっては、東北本線北白川変電所においてフィー

ルド試験を行い、実列車を問題なく走行させ従来の変圧器と同等の機能があることを確

認した。 

  今回、ルーフデルタ結線変圧器を採用することにより、主変圧器の小型・軽量化、昇

圧用変圧器の省略といった構造となり 0.8 億円のコスト縮減が図られた。 

  またこれらが評価され、平成 19 年度電気科学技術奨励会において電気科学技術奨励

賞を受賞した。 

 

図 5-79 変形ウッドブリッジ結線変圧器の構造（従来） 

 

 

図 5-80 ルーフデルタ結線変圧器の構造（新） 

 

  

（従来） 

（新） 
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６. 評価項目のまとめ・総括 

（事業費、工期の変化） 

東北新幹線（八戸・新青森間）の事業費は、設備工事が追加された平成 17 年のその 2

工事追加時の認可額 4,594 億円と最終的な事業費 4,547 億円を比較した場合、約 47 億

円の縮減となった。工期については、平成 12 年 12 月の政府・与党申し合せに基づき、

平成 13 年 4 月変更認可では、認可の日から概ね 12 年（平成 25 年度初）とされたが、

平成 17 年 12 月その２追加認可時には、工事完了予定時期が平成 22 年度末となり、工

期は２年前倒しとなった。そのため、用地買収及び設計協議の促進、新技術の開発や工

程管理を強化して取り組んだ結果、さらに 3ヶ月早く工事の完成を迎えることが出来た。

工期短縮で早期に開業効果を発揮することが可能となり、経済波及効果の発現や地域活

性化に貢献していると考えられる。 

 

（時間短縮効果と利用者の変化） 

新青森開業に伴う八戸・新青森（青森）間の時間短縮効果は約 30 分（開業 1 年目）

であり、利用者数は開業前と開業 1 年目で比較すると八戸・新青森（青森）間で約 1.2

倍に増加している。その後、JR 東日本は E5 系「はやぶさ」を導入し、東北新幹線の宇

都宮・盛岡間では、平成 23 年に最高速度 300km/h、平成 25 年には最高速度 320km/h と

なり、速度向上を図っている。そのため、東京・新青森（青森）間の所要時間は、新青

森開業と速度向上により、開業前（平成 22 年 10 月）の 3 時間 59 分から 2時間 59 分（平

成 25 年）となり、1 時間短縮されている。 

交通機関分担率は、青森県～首都圏、宮城県、岩手県において航空やバスから鉄道へ

の利用転換により、鉄道利用の割合が増加している。また、全体の利用実績も増加して

いることから、新幹線開業を契機として整備区間への需要が誘発され、人的交流が活発

化していると考えられる。 

 

（新幹線開業が地域に与えた影響） 

青森県内の観光入込客数と宿泊者数については、新青森開業直後は前年同月比で増加

が見られたものの、平成 23 年 3 月の東日本大震災直後には減少している。しかし、同

年 7月頃からは概ね前年同月比と同じ水準に回復しており、景気動向等の複合的な要因

があったものの、東日本大震災後に東北新幹線の早期復旧が果たした役割も大きいと考

えられる。 

次に沿線自治体の取り組みとその効果・影響をみると、特筆されるのは八戸市の事例

である。平成 14 年 12 月の盛岡・八戸間の開業時に新幹線終着駅となった八戸は、新青

森開業により通過駅になるため、八戸市への来訪者が減少することが懸念されていた。

そのため、八戸市では「八戸公共交通会議」を設立し、新幹線の時刻表に連動した在来

線や観光用バスの設定、最終新幹線に合わせた深夜タクシーの企画、八戸駅からの路線
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バス等の二次交通の整備・バス会社２社による運行間隔の統一化等の取り組みを実施し

ている。その結果、八戸市の観光入込客数及び市内のホテル宿泊者数は、新青森開業後

も増加傾向となっている。これらは、新幹線の持つポテンシャルを地域の取り組みによ

り、更なる効果を発現させたものである。 

経済波及効果については、空間的応用一般均衡モデルにより、新青森開業による生産

額の変化を計測したところ、全国合計で年間約 235 億円という結果であった。整備区間

である青森県のほか、東北各県や北海道にも経済波及効果が広がっていることが確認さ

れている。平成 27 年度末に開業する北海道新幹線（新青森・函館北斗間）の開業によ

り、北海道、東北地方にさらに大きな効果が表れることが期待される。 
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７. 事業から得られた種々の教訓 

（事業費縮減の取り組みと課題） 

本事業の事業費は、その 2 工事追加時の認可額から約 47 億円の縮減となった。これ

は、新工法・新技術の開発等によるコスト縮減に努めた結果であるが、事前の想定と異

なる施工条件による工法の変更や社会経済状況の変化に伴う物価の上昇等により、建設

コストが一部増加しているのも事実である。今後も新技術の開発や施工上の工夫を重ね

て、事業費抑制に努める必要があると考える。そして、地質等の事前調査をこれまでよ

り詳細に実施することで、さらに適切な設計・施工方法を選定し、事業期間中のコスト

増加を抑制することが肝要である。また、社会経済状況の変化に伴うコストの増加につ

いては、どこまで見込むかが課題である。 

 

（防災対策の重要性 ～東日本大震災の経験～） 

新青森開業から 3ヵ月後に発生した東日本大震災では、東北から関東にかけての新幹

線や在来線が被災しているが、東北新幹線では早期地震検知システムの作動により、営

業運転中の 27 本の列車に脱線は無かった。また、JR 東日本では東日本大震災以前から

構造物の耐震補強を実施しており、耐震補強箇所の構造物においては損傷が発生してい

ない。事前の対策が災害から新幹線を守り、地震発生から 49 日目の早期復旧に繋がり、

その後の震災復興に東北新幹線が貢献できたものと考える。防災設備の設計は、自然災

害の予知が難しいことから、安全をどこまで見込むかはコストとのバランスを考慮しな

ければならないが、今後もこれまでの知見を活かしながら、ソフト面やハード面での技

術開発を見極め、適切な設計で整備を進めることが重要と考える。 

 

（新幹線開業を活かした地域の取り組みと連携） 

新幹線開業の効果発現については、各地域で確認された。しかし、新幹線開業により、

一時的な観光入込客の増加や宿泊客数の増加が見込まれるものの、訪問客を受入れるだ

けでは一過性のものとなってしまう可能性も高い。今回の事後評価では、自治体、営業

主体、その他組織の取り組みについても重点的に評価しているが、新幹線開業による継

続的な効果発現には、沿線地域の取り組みも重要であることを確認した。そのため、機

構はこれからも整備新幹線の開業効果についてまとめ、関係者の取り組みの一助となる

情報を発信することとしたい。また、今後の整備新幹線開業に向けての地域活性化の取

り組みについては、自治体や各種団体が、今ある資源をしっかり活かし、工夫して、地

元の資源を魅力に変える方策を生み出し、広域的にも地域間の連携を深めることが肝要

である。機構は、国、県、地域の皆様、鉄道事業者のご支援、ご協力を得ながら、鉄道

建設の総合的技術者集団として長年培った経験と技術を活かし、さらに新幹線完成に向

けて努力したい。 
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８．今後の事後評価と同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性 

（今後の事後評価の必要性） 

本事業は、平成 14 年に先行開業した盛岡・八戸間に続く東北新幹線の事業であり、

今回の八戸・新青森間の整備により、東北新幹線は全線開業となった。青森から東京ま

でが１本の線路で繋がったことで、交流人口の増加や沿線地域の賑わいが創出されてい

る。開業 3ヶ月後に発生した東日本大震災の影響により新幹線利用者は一時的に減少し

たものの、平成 23 年以降は順調に増加しており、費用便益比は約 1.1 を確保している。

また、新規事業採択時の想定値を上回る需要も発生していることから、本事業による効

果の発現状況は概ね良好であり、当区間に対する今後の事後評価の実施について必要性

は認められない。 

但し、平成 28 年 3 月には北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開業により、本州

と北海道が新幹線で繋がることで青函圏や津軽海峡圏における一体感が形成され、更なる

効果が発現されることが期待されるため、北海道新幹線による効果・影響等については、

今後も継続して追跡していく必要があると考える。 

 

（同種事業の計画・調査のあり方） 

整備新幹線は、駅・ルート概要の公表後、環境アセスメントの手続きを経て、工事実

施計画の認可後に地元での事業説明、道水路管理者との設計協議、用地買収協議、工事

説明を行い、地元の協力を得ながら工事を進めている。本事業でも過去の同種事業の経

験を活かし、関係自治体と連携しながら地元住民からの協力を得て、無事に完成した。 

現在は、環境への意識や事業計画の透明性・公正性への関心の高まり等により、事業

計画の早い段階から環境保全に配慮するため「戦略的環境アセスメント」や「公共事業

の構想段階における計画策定プロセスガイドライン」などが策定されている。今後の同

種事業の計画・調査にあたっては、これらの制度に十分留意し事業を進めていく必要が

ある。 

本事業を含む整備新幹線の最高設計速度は、1973 年に決定された整備計画に基づく建

設の指示において 260km/h と定められている（但し、1993 年以降の計画は 360km/h 走行

可能な線形を確保）。一方、世界はもちろん日本でも 300km/h 以上での高速走行が実現

しているほか、新線計画においても、世界の動向は最高速度 300km/h 以上とした高速鉄

道計画が進められている。以上を踏まえると、整備新幹線の最高速度についても、環境

対策等の種々の課題はあるものの、今後検討する余地があると考える。 

 

（事業評価手法の見直しの必要性） 

今後の事業評価手法の見直しに向けた課題としては、需要推計の当初想定値に比べて

実績値は約 10％多かったことを踏まえて、人口・経済成長率の想定や各交通機関の輸送

安定性、地域特性に合わせた他交通機関の設定など、可能な限りその乖離が小さくなる
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よう、柔軟な条件設定について勉強する必要があると考える。 

 また、近年の訪日外国人の増加に伴い、2015 年の全国幹線旅客純流動調査（国土交通省）

では、全交通機関で調査票の一部の設問を外国語併記とし、訪日外国人の幹線交通の利用

を考慮した純流動データ取得に向けて検討が行われているとのことから、今後の需要推計

モデルへの反映を検討する必要がある。 




